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３・５・２９ 村岡西富線 区間‐１ 
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（整備にあたっての留意事項）

・引地川の横断が必要であることから、橋梁を建設する必要がある。
・第一種低層住居専用地域の住環境に影響を与える可能性があることから、整備の際には住環境への影響を極力少なくするような構造
　等の検討が必要である。
・整備にあたっては、８ｍの幅員の妥当性について検討を要する。

その他（廃止した場合の影響等）

総合的判断 存続候補
・延焼危険度、避難危険度が本市の中でも高い地域を通過することから、延焼遮断帯、避難路としての機能が期待されるほか、一部を
　防災活動道路に位置付けており、防災面からの必要性が高い。
・歩行者・自転車の利用者が多く見込まれるため、歩行者・自転車の交通機能からの必要性は認められる。
・小田急江ノ島線鵠沼海岸駅の交通広場の計画があり、本路線を廃止することで、交通広場の計画も廃止となってしまう。
・。

廃止した場合の影響
・都市計画緑地「引地川緑地」は、同区間の区域を除いて都市計画決定されており、区間が廃止に
なった場合には、都市計画変更が生じる可能性がある。

　小田急江ノ島線鵠沼海岸駅の交通広場の計画と関連がある。

566　他事業との整合

327　まちづくりとの整合

　現行都市マスタープランへの位置付けはない。

区間の概況
　鵠沼海岸駅前通り線は、主要幹線街路である国道１３４号から小田急江ノ島線鵠沼海岸駅へのアクセス機
能を有する補助幹線街路である。当該区間は、引地川を横断する延長約１６０ｍほどの区間であり、計画地
には建物はほとんど存在しない。引地川を横断するためには、橋梁の建設が必要であるが、１２０ｍほど上
流に龍宮橋が存在する。当該区間に接続する区間は、両側とも概成済の区間である。なお、本区間について
は、未着手区間単独で、「廃止」、「存続」の判断ができるものではないことから、概成済の区間を含めた
全区間の評価とする。

必要性の検証結果
1　自動車の交通機能

（参考）必要性の評価点

2　歩行者・自転車
　　　　　の交通機能

　駅アクセス道路であり、鵠沼海岸駅への駅アクセス機能はあ
るが、自動車の交通機能からの必要性は現道があることから一
定程度満足されている。 46

　小田急江ノ島線鵠沼海岸駅の徒歩圏に位置し、アクセス道路
でもあり、人口密度も高いことから、歩行者・自転車の利用者
は多く見込まれる。 51

幹線街路の種別 補助幹線街路

160m（区間）
850m（全体）

区間の
起終点

鵠沼海岸駅 ～ 国道１３４号

52 年

代表幅員 8 ｍ 車線数 － 車線 区間延長

33 鵠沼海岸
く げ ぬ ま か い が ん

駅前
え き ま え

通
ど お

り線
せ ん

区間ｰ１

当初決定 S32.12.7 最終決定 S51.7.23 経過年数

5　市街地形成機能
　　土地利用との整合

　環境機能からの必要性は低い。

35

　沿道の延焼危険度・避難危険度ともに「４」と高く、延焼遮
断帯・避難路としての機能が期待されるとともに、路線の過半
を防災活動道路へ位置付けており、避難路・輸送路のネット
ワーク強化に寄与する。

65

3　環境機能

4　防災機能

　周辺の土地利用の活性化等に資する機能は、期待できない。

44
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3

45
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３・６・４ 鵠沼海岸駅前通り線 区間‐１ 
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（３）追加路線の必要性 

１．仮称・南北線 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本路線は、高山羽鳥線から藤沢駅辻堂駅線と JR 東海道線をアンダーパスし、

戸塚茅ヶ崎線に接続することで、JR 東海道線により分断されている地区間の連

絡を強化するとともに、地区内に発生集中する交通を効率的に集散させる機能

を持つ補助幹線街路として、現在改定作業中の都市マスタープランの中に位置

付ける路線である。 

JR 東海道線の南北横断路が少ない現状においては、辻堂停車場辻堂線の羽鳥

立体と鵠沼海岸引地線の高山立体に大きな負荷がかかっており、横浜湘南道路

の藤沢インターが開通するとさらに交通量の増大が予測され、JR 東海道線の南

北横断は本市の交通処理上の大きな課題となっている。また、「上村踏切」交差

点においては、通過交通と商業施設への目的交通、歩行者、踏切待ちの車両が

輻輳し、安全上の課題が生じている。また、JR 東海道線をはさんだ辻堂地区、

明治地区は、鉄道によって分断されており、まちづくりにおける課題として、

都市マスタープランに地区別の課題として挙がっている。 

このような課題がある中、JR 東海道線南側の工場が撤退し、大規模な土地利

用転換が予定されていることから、この機をとらえて追加候補とするものであ

る。 
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２．仮称・遠藤葛原線 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 沿道は市街化調整区域であるが、本市の西北部地域総合整備マスタープラ

ンで、重点プロジェクト展開ゾーンである「新産業の森地区」として、都市整

備により都市機能集積あるいは地域活性化を進める地域として位置付けている。

また、今後同地域の土地利用転換を進めていく上で、当該路線は、今後のまち

づくりのための都市基盤としての必要性が高く、同マスタープランおよび現行

都市マスタープランに構想・計画路線として位置付けている。 

また、両マスタープランには、横浜伊勢原線以南を延伸し、将来的な鉄軌道

軸を担う都市基盤としての位置付けている路線であることからも、本路線に期

待される機能は大きい。 

そのような上位計画への位置付けの中、今回は、横浜伊勢原線以北の区間を

先行して追加候補とするものである。 
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３．仮称・長後駅西口駅前通り線 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本路線は、長後地区における長後駅西口の交通処理上の課題を解決するため

現行都市マスタープランから継続して改定都市マスタープランに位置付けるも

のである。 

 善行長後線は現行の都市計画決定内容では、長後駅西口の交通広場に直接ア

クセスする線形となっており、このままでは通過交通が駅前に流入し、適切な

交通処理を行うことが困難である。そこで、同路線の線形を西側に移動して長

後駅西口広場に入らずに、長後座間線に直接連絡するような変更を行い、これ

に併せ、長後駅西口交通広場と善行長後線とを結ぶ新たな駅目的道路を整備し、

通過交通と駅目的交通の適切な分離を図るとともに、駅周辺部における土地の

有効利用を促進する路線として追加候補とするものである。 

 なお、将来的に道路が整備されない箇所については、都市計画手続きを行わ

ない限り、都市計画制限を課し続けることになることから、善行長後線の線形

変更については、早期に決定し、速やかに都市計画変更手続きを行う必要があ

る。 
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４．仮称・湘南台寒川線 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本路線は、本市湘南台と、寒川町倉見地区を結び、「かながわ交通計画」の一

般幹線道路網に位置付けられた広域的なネットワークを形成する主要幹線街路

として、現行都市マスタープランに継続して改定都市マスタープランに位置付

けるものである。 

東海道新幹線新駅を誘致する寒川町倉見地区と相模川対岸の平塚側大神地区

とを新たな道路橋でつなぎ、両地区の機能分担と機能連携が図られた一体的な

都市を整備し、全国との交流連携の窓口となるゲートを形成するとともに、環

境と共生するモデル都市をめざそうとする「ツインシティ整備計画」の中でも、

寒川町倉見地区にできるさがみ縦貫道路（圏央道）の仮称・寒川北インターへ

の骨格道路として位置付けられており、本市から高速道路網へのアクセス路線

としての機能が期待されることから、追加候補とするものである。 

 本市における仮称・湘南台寒川線は、湘南台から、「健康と文化の森」までは、

都市計画道路高倉遠藤線として、整備を行い、「健康と文化の森」以西について

は、県道丸子中山茅ヶ崎まで市道遠藤宮原線として、事業中である。県道丸子

中山茅ヶ崎以西については、寒川町内の道路線形の決定を待ち、線形を決定し、

事業化する予定である。 
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（４）都市計画素案の作成の進め方 

 今回の見直しにおいて「廃止候補」に分類した路線・区間については、市民

への周知を図るとともに、以下の事項について具体的な検討をすすめ、市民の

意見を踏まえつつ都市計画素案を作成し、都市計画の手続きを行います。 

 

素案作成時に留意すべき事項 

ア 「廃止」に伴う課題整理 

  都市計画道路の「廃止」に伴う、計画地にかかる沿道住民の方々への影響

の整理をします。 

 

イ 関連する計画等の精査と見直し 

  都市計画道路を「廃止」することにより、関連のある他の都市計画やその

他の計画への支障の有無を精査し、支障があれば、並行して手続きを進めて

いきます。 

 

ウ 関係機関との協議 

  市内関連部署との協議に加え、神奈川県や隣接市町等の関連機関とも必要

な協議を行います。 
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６．今後の都市計画道路見直しのあり方       

（１）今後の課題 

 今回の見直しについては、長期未着手路線の必要性の検証を行ったものです

が、課題として残る次の作業についても継続的に新総合計画策定作業や都市マ

スタープラン改定作業と連携して進めていく必要があります。 

 

ア 概成済路線・区間の検証 

 今回の見直しにおいては、緊急性が高い「未着手」路線の必要性の検証を行

いました。今後は、部分的には整備が完了しているが、全体の幅員がまだ不足

している「概成済」路線について見直しを行うことが課題です。 

 

イ 事業実施時期の見込み・ルート構造等にかかる課題整理 

ステップ３「事業実施時期の見込み・ルート構造等にかかる課題整理」につ

いては、策定中の新総合計画や都市マスタープラン改定作業との整合・調整を

図りながら、継続して作業を行っていく必要があります。特に、今回「存続候

補」に分類した路線・区間については、この検証作業により整備の優先順位が

決まり、着手見込み時期を「２０年以内に着手が見込まれる路線・区間」及び

「２０年以内に着手が見込まれない路線・区間（留保付き存続）」に分類するこ

とができます。「２０年以内に着手が見込まれる路線・区間」については、さら

に、ルート構造等にかかる課題整理により、課題がある場合には「線形」、「幅

員」、「車線数」、「構造」等の課題解決策を検討し、交通量に支障が生じないか

をチェックの上、解決に至る場合は「変更候補」に分類します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1 事業実施時期の見込み・ルート構造等にかかる課題整理のフロー 

 存続候補路線・区間

事業実施時期見込みの検討

留保付き存続 

２０年以内に着手が見込まれる ２０年以内に着手が見込まれない 

ルート・構造等にかかる課題整理

課題あり 課題なし 

存 続 

課題解決策の検討 

交通量の検証 

支障なし 

支障あり 

各種変更 
現在の都市計画決定の

内容をそのまま継続 

「線形」、「幅員」、「車線数」、「構

造」等を変更 

「必要性」は高いが、優先順位の影響で

今後２０年以内に着手が見込まれない

路線・区間で、現在の都市計画決定の内

容をそのまま継続 
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（２）定期的な都市計画道路の見直し 

 今回の都市計画道路見直しでは、都市計画決定時には、必要とされた路線で

あっても、現時点での必要性は薄れたという路線・区間を「廃止候補」に分類

しました。逆に現段階でも必要性が認められる路線・区間を「存続候補」とし

ましたが、社会状況の変化はめまぐるしく、今回「存続」に分類された道路に

ついても、将来にわたって、「必要性が高い」ということが必ずしも保証される

ものではありません。今後の都市計画道路見直しについては、変化が予想され

る以下のような視点に特に注意を払い、都市マスタープランの改定にあわせて、

必要に応じて見直しを実施します。 

 

ア 人口減少社会の到来 

 本市の人口は 2020 年（平成３２年）をピークに減少していくことが予測さ

れており（平成２０年藤沢市将来人口推計より）、今後の見直しにおいては、人

口減少社会に対応した視点が必要です。 

 

イ 高齢社会の進展 

 本市の 65 歳以上の人口の割合を示す高齢化率は、2010 年（平成 22 年）4

月現在で、約 19.8%に達し、20%に迫る勢いとなっています。次回見直しの

際には、さらに高齢社会が進展していることが予想され、交通弱者に対する配

慮の視点が、より重要になると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.2 藤沢市の高齢化率 

住民基本台帳による各年４月の数値 

高
齢
化
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ウ 次世代自動車（クリーンエネルギー車）の普及 

 今回の見直しにおいては、自動車排出ガスの影響等を考慮して必要性の検証

を行いましたが、近年、ハイブリッド車、電気自動車等の次世代自動車（クリ

ーンエネルギー車）は急激に普及してきており、平成１４年から平成２０年ま

での６年間でその保有台数は、５倍以上も伸びています。今後の見直しにおい

ては、それら次世代自動車の普及により、自動車排出ガスの影響が少なくなる

など、技術の進展による社会状況の変化に対応した視点が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.3 次世代自動車（クリーンエネルギー車）の保有台数（推定値） 

 一般社団法人 次世代自動車振興センターホームページより 
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【 参 考 】 

○ 都市計画審議会都市計画道路見直し専門部会委員 

部 会 長 木  下   瑞  夫 明星大学教授 

委 員 池 尻  あ き 子 ㈱プレック研究所 

委 員 村  木   美  貴 千葉大学准教授 

 

○ 都市計画審議会都市計画道路見直し専門部会での検討経緯 

１．都市計画道路見直しの基本的な考え方策定段階 

第 119 回都市計画審議会 H19.11.22 ○都市計画道路見直しの進捗状況について① 

第 120 回都市計画審議会 H20. 2. 5 ○都市計画道路見直しの進捗状況について② 

第 121 回都市計画審議会 H20. 8.25 ○都市計画道路見直しの基本的な考え方（素案）について 

第 122 回都市計画審議会 H20.11.18 ○都市計画道路見直しの基本的な考え方について 

 

２．都市計画道路見直し作業段階 

第 123 回都市計画審議会 H21. 2. 6 ○都市計画道路見直しについて（諮問） 

第１回専門部会 H21. 4.20 
○検討スケジュールについて 

○見直し路線の状況について 

第２回専門部会 H21. 5.18 ○現地視察 

第 124 回都市計画審議会 H21. 5.27 ○都市計画道路見直しについて（中間報告①） 

第３回専門部会 H21. 6. 8 
○必要性の検証項目について 

○総合的判断の手法について 

第４回専門部会 H21. 8. 3 
○必要性の検証について 

○藤沢市の現況について 

第５回専門部会 H21.10.13 
○必要性の検証結果について 

○道路整備プログラムについて 

第 126 回都市計画審議会 H21.11.11 ○都市計画道路見直しについて（中間報告②） 

第 127 回都市計画審議会 H21.12.22 ○道路の機能に関する一対比較アンケート実施 

第６回専門部会 H22. 1.21 
○交通量推計及び整備プログラムについて 

○必要性の検証結果について 

第 128 回都市計画審議会 H22. 2.12 ○都市計画道路見直しについて（中間報告③） 

第７回専門部会 H22. 3.23 ○必要性の検証結果について 

第８回専門部会 H22. 4.26 
○必要性の検証結果について 

○道路整備プログラムについて 

第 129 回都市計画審議会 H22. 5.31 ○都市計画道路の見直しについて（中間報告④）

第 130 回都市計画審議会 H22. 8.24 ○都市計画道路の見直しについて（中間報告⑤）

第９回専門部会 H22.10.18 
○都市計画道路の見直し方針（案）について

（パブリックコメントに対する市の考え方について） 

第 131 回都市計画審議会 H22.11. 8 ○都市計画道路の見直し方針（案）について
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